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問合せ先
取締役常務兼執行役員
経営企画本部長 中島 重治
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(((((訂正・数値データ訂正訂正・数値データ訂正訂正・数値データ訂正訂正・数値データ訂正訂正・数値データ訂正)))))「「「「「平成平成平成平成平成3333300000年３月年３月年３月年３月年３月期期期期期 決算短決算短決算短決算短決算短信信信信信〔〔〔〔〔日本基日本基日本基日本基日本基準準準準準〕〕〕〕〕（連結（連結（連結（連結（連結）））））」」」」」

の一部訂正についての一部訂正についての一部訂正についての一部訂正についての一部訂正について

当社は、平成30年５月９日に公表いたしました「平成30年３月期 決算短信〔日本基準〕（連

結）」について訂正いたしましたので、お知らせいたします。

　

記

　

１．訂正内容と理由

平成30年３月期の連結子会社における繰延税金資産の計上額に誤りがあったため、法人税等調整額

等の数値を訂正いたしました。

　

　

２．訂正箇所

訂正箇所が多数に及ぶため、訂正後および訂正前の全文をそれぞれ添付し、訂正の箇所には下線

を付して表示しております。

　

　

　

以 上　
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（訂正前） 

 平成30年３月期 決算短信〔日本基準〕(連結)  

  
平成30年５月９日 

上 場 会 社 名 ジェイリース株式会社 上場取引所 東 
 
コ ー ド 番 号 7187 URL https://www.j-lease.jp 
 
代  表  者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名)中島 拓  
 

問合せ先責任者 (役職名) 取締役常務兼執行役員 
経営企画本部長 (氏名)中島 重治 (TEL)03-5909-1241 

 
定時株主総会開催予定日 平成30年６月27日 配当支払開始予定日 平成30年６月28日 

有価証券報告書提出予定日 平成30年６月28日   
 
決算補足説明資料作成の有無 ： 有 

決算説明会開催の有無 ： 有（ 機関投資家・アナリスト向け ） 
 
 (百万円未満切捨て) 
１．平成30年３月期の連結業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率) 
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 30年３月期 5,022 21.9 407 20.9 351 12.5 243 10.2 

 29年３月期 4,121 28.4 337 62.7 312 53.5 220 152.0 
 

(注) 包括利益 30年３月期 240 百万円 ( 9.8 ％)  29年３月期 219 百万円 ( 150.9 ％) 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

 30年３月期 28.13 26.98 20.6 6.1 8.1 

 29年３月期 27.24 25.42 32.7 6.6 8.2 
 

(参考) 持分法投資損益 30年３月期 － 百万円  29年３月期 － 百万円 
(注) １．当社は、平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年12月１日

付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。平成29年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し
て１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

２．当社は、平成28年６月22日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、平成29年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額は、新規上場日から平成29年３月期の期末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。  

（２）連結財政状態  
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

 30年３月期 5,973 1,296 21.7 147.88 

 29年３月期 5,568 1,063 19.1 124.50 
 

(参考) 自己資本  30年３月期 1,296 百万円   29年３月期 1,063 百万円 
(注) 当社は、平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年12月１日付で

普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。平成29年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当
たり純資産を算定しております。  

（３）連結キャッシュ・フローの状況  
 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

 30年３月期 △993 △137 △44 796 

 29年３月期 1,294 △92 114 1,972 

２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

 29年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － － 

 30年３月期 － 5.00 － 4.50 － 61 24.9 5.1 

31年３月期(予想) － 3.60 － 3.60 7.20  20.4  
（注）平成29年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。平成30年３月期の１株当たり期末配当金につ

いては、当該株式分割の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「－」として記載しております。 
３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 

 (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 2,820 20.4 150 △20.2 130 △23.4 84 △24.4 9.58 

通 期 6,080 21.0 490 20.2 440 25.3 310 27.6 35.36 



 
※ 注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無 

  新規   ―社 (社名)―          、除外   ―社 (社名)― 

  

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無 

 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

 ③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

 ④ 修正再表示 ： 無 

  

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む)  30年３月期 8,766,400 株  29年３月期 8,539,200 株 

② 期末自己株式数  30年３月期 60 株  29年３月期 － 株 

③ 期中平均株式数  30年３月期 8,639,841 株  29年３月期 8,091,914 株 

(注) 平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年12月１日付で普通株式
１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、平成29年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、株式数を算定
しております。 

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に
あたっての注意事項等については、添付資料４ページ「１．経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご覧く
ださい。 

  

（決算補足説明資料の入手方法について） 
 決算補足説明資料はＴＤｎｅｔで同日開示しております。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和策の継続を背景に、企業収益や雇用・

所得環境は改善傾向にあり、景気は緩やかな回復基調が続いております。しかしながら、日本周辺国の地政学的リ

スクによる為替・株価の乱高下など、海外経済の不確実性が依然として残っており、景気の先行きは不透明な状況

で推移いたしました。

当社を取り巻く賃貸不動産業界におきましては、少子高齢化、晩婚化の進行とともに単身世帯の増加傾向にあり、

入居者層の変質にあわせた賃貸住宅の供給並びに入居需要は底堅く推移しており、当社グループの主要事業である

家賃債務保証サービスに対する需要は引き続き好調に推移しております。

このような環境の下、当社グループは、家賃債務保証事業を核とした「生活サポートの総合商社」を目指し、積

極的な営業活動を推進するとともに、業務の効率化、外部企業とのアライアンス強化、収益力の向上に努めてまい

りました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は5,022,927千円（前年同期比21.9％増）、営業利益は407,521千円（前

年同期比20.9％増）、経常利益は351,262千円（前年同期比12.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は

243,004千円（前年同期比10.2％増）となりました。

なお、セグメントごとの業績は次のとおりであります。

（家賃債務保証事業）

家賃債務保証事業において、上期には札幌支店、岡山支店を出店し、北海道、中国地方で新規営業を開始いたし

ました。下期には、茨城支店、東京西支店を出店し、首都圏エリアでのさらなる営業拡大に取り組むとともに、営

業拡大に伴う代位弁済立替金の増加に対応するため、引き続き債権管理業務の集約化など債権管理体制の強化に注

力してまいりました。また、事業者向けの新プラン「J-AKINAI」の提供を開始し、営業チャネルの拡大に取り組み

ました。

これらの結果、当連結会計年度の家賃債務保証事業の実績は、当社の保証を取り扱う不動産会社との協定件数は

13千件（前年同期比17.8％増）、年間申込件数は168千件（前年同期比11.1％増）、前受保証料を含む契約締結によ

る契約保証料は4,350,666千円（前年同期比15.3％増）となりました。

業績面においては、売上高は4,887,303千円（前年同期比21.5％増）、営業利益は401,434千円（前年同期比20.9

％増）となりました。

（不動産仲介事業）

不動産仲介事業は、継続して増加が見込まれる外国籍の方々に対する賃貸住宅の提供を更に拡大させるため、集

客力の向上と物件確保による収益力向上に努めました。

これらの結果、当連結会計年度の不動産仲介事業の売上高は147,412千円（前年同期比39.7％増）、営業利益は

6,087千円（前年同期比20.7％増）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産につきましては、前連結会計年度末比404,992千円増加し5,973,259千円となりまし

た。これは主に、現金及び預金の減少1,175,804千円、営業拡大に伴う代位弁済立替金の増加1,052,028千円、収納

代行立替金の増加208,027千円によるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末比171,746千円増加し4,676,912千円となりました。これは主に、長期借

入金の増加236,656千円の増加によるものであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末比233,246千円増加し1,296,346千円となりました。これは主に、親会

社株主に帰属する当期純利益243,004千円の計上によるものであります。

これらにより、自己資本比率は前期末比2.6ポイント増加し21.7％となりました。

決算短信（宝印刷） 2018年05月22日 13時49分 5ページ（Tess 1.50(64) 20180315_01）



ジェイリース株式会社(7187) 平成30年３月期 決算短信

3

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比1,175,804千円減少し、796,715千円とな

りました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による支出は、993,991千円（前連結会計年度は1,294,754千円の収入）となりました。主な要因は、代

位弁済立替金の増加が1,112,444千円となったもののほか、税金等調整前当期純利益350,002千円、営業拡大に伴う

収納代行立替金の増加208,027千円等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による支出は、137,107千円（前連結会計年度は92,252千円の支出）となりました。主な要因は、基幹シ

ステムのバージョンアップ等の無形固定資産の取得による支出65,934千円、新規出店や大分本社の増床に伴う電気

設備工事等の有形固定資産の取得による支出44,391千円等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による支出は、44,706千円（前連結会計年度は114,956千円の収入）となりました。主な要因は、長期借

入れによる収入300,000千円、短期借入金の減少240,000千円、社債の償還による支出60,000千円等によるものであ

ります。

　

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移
　

平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率（％） 8.2 7.2 19.1 21.7

時価ベースの自己資本比率（％） － － 72.1 124.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

－ － 1.4 －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

－ － 109.3 －

自己資本比率：自己資本／総資産
　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
　キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー
　インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注) １．いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。

２．株式時価総額は、連結会計年度末株価終値×連結会計年度末発行済株式数により算出しております。

なお、平成27年３月期から平成28年３月期までは未上場であるため、時価ベースの自己資本比率は記載して

おりません。

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

５．平成27年３月期、平成28年３月期、平成30年３月期の「キャッシュ・フロー対有利子負債比率」及び「イン

タレスト・カバレッジ・レシオ」については、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため記載しており

ません。
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（４）今後の見通し

当社グループは、賃貸不動産における家賃債務保証事業を主力事業としており、これらを取り巻く環境といたし

ましては、我が国の人口は減少トレンドに入っているものの、少子高齢化、晩婚化といった社会的な動向により、

単身世帯等の少人数世帯が増加し全国世帯数は増加が続く見通しであります。加えて、定住外国人の増加や民法

（債権法）における個人保証人の保証限度額の設定等を義務付ける改正による影響など、家賃債務保証市場につい

ては、安定的かつ堅調な成長をすることが見込まれます。

このような事業環境のもと、平成31年３月期は、静岡、石川、京都、大阪南、愛媛への新規出店を行うとともに、

引き続き首都圏や大都市における規模拡大を図り、売上高6,080百万円（前期比21.0％増）、営業利益490百万円

（前期比20.2％増）、経常利益440百万円（前期比25.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益310百万円（27.6

％増）と増収増益を予想しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの事業活動は現在日本国内に限定されており、海外での活動がないことから、同業他社のＩＦＲＳ（国

際財務報告基準）採用動向を踏まえ、当面は日本基準を採用することとしております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,972,520 796,715

未収保証料 433,568 589,417

未収手数料 13,770 19,491

代位弁済立替金 1,997,909 3,049,938

収納代行立替金 263,795 471,822

貯蔵品 9,980 14,899

繰延税金資産 307,497 330,067

その他 96,189 153,814

貸倒引当金 △77,140 △112,000

流動資産合計 5,018,091 5,314,167

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 81,221 100,736

減価償却累計額 △21,838 △28,861

建物及び構築物（純額） 59,382 71,874

機械装置及び運搬具 32,710 32,767

減価償却累計額 △30,523 △26,211

機械装置及び運搬具（純額） 2,187 6,555

リース資産 99,868 97,720

減価償却累計額 △53,190 △70,659

リース資産（純額） 46,677 27,060

その他 90,655 108,055

減価償却累計額 △66,086 △73,920

その他（純額） 24,568 34,135

有形固定資産合計 132,815 139,626

無形固定資産

ソフトウエア 141,706 157,274

ソフトウエア仮勘定 － 7,560

リース資産 11,785 7,365

その他 10 10

無形固定資産合計 153,501 172,209

投資その他の資産

投資有価証券 770 800

繰延税金資産 144,606 200,522

その他 159,141 255,031

貸倒引当金 △40,660 △109,098

投資その他の資産合計 263,857 347,255

固定資産合計 550,175 659,092

資産合計 5,568,266 5,973,259
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 1,610,000 1,370,000

1年内償還予定の社債 60,000 30,000

1年内返済予定の長期借入金 10,008 63,344

リース債務 24,958 22,945

収納代行未払金 936,113 790,500

未払法人税等 114,219 108,808

前受金 1,192,721 1,324,871

賞与引当金 72,800 79,400

その他 280,100 484,377

流動負債合計 4,300,921 4,274,248

固定負債

社債 30,000 －

長期借入金 3,296 239,952

リース債務 39,560 16,614

役員退職慰労引当金 50,261 45,166

退職給付に係る負債 48,584 61,030

資産除去債務 31,553 38,670

その他 990 1,230

固定負債合計 204,244 402,664

負債合計 4,505,165 4,676,912

純資産の部

株主資本

資本金 705,142 712,265

資本剰余金 280,142 287,265

利益剰余金 79,455 300,818

自己株式 － △49

株主資本合計 1,064,739 1,300,298

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △471 △450

退職給付に係る調整累計額 △1,168 △3,502

その他の包括利益累計額合計 △1,639 △3,952

純資産合計 1,063,100 1,296,346

負債純資産合計 5,568,266 5,973,259
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 4,121,082 5,022,927

売上原価 861,145 1,121,985

売上総利益 3,259,936 3,900,942

販売費及び一般管理費 2,922,792 3,493,421

営業利益 337,144 407,521

営業外収益

受取利息 12 7

受取配当金 10 10

受取手数料 720 －

補助金収入 2,546 －

設備等利用料収入 203 212

預り金取崩益 370 617

その他 344 327

営業外収益合計 4,206 1,175

営業外費用

支払利息 11,764 14,903

債権譲渡損 1,416 21,474

上場関連費用 5,648 17,526

株式交付費 9,130 2,294

その他 1,126 1,235

営業外費用合計 29,085 57,434

経常利益 312,265 351,262

特別利益

固定資産売却益 17 627

特別利益合計 17 627

特別損失

固定資産除却損 － 120

減損損失 － 1,767

特別損失合計 － 1,887

税金等調整前当期純利益 312,282 350,002

法人税、住民税及び事業税 176,070 184,468

法人税等調整額 △84,247 △77,470

法人税等合計 91,822 106,998

当期純利益 220,459 243,004

親会社株主に帰属する当期純利益 220,459 243,004
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益 220,459 243,004

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △34 21

退職給付に係る調整額 △1,168 △2,333

その他の包括利益合計 △1,202 △2,312

包括利益 219,256 240,691

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 219,256 240,691
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

退職給付に

係る調整累

計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 425,000 － △141,003 － 283,996 △436 － △436 283,559

当期変動額

新株の発行 280,142 280,142 － － 560,284 － － － 560,284

親会社株主に帰属す

る当期純利益
－ － 220,459 － 220,459 － － － 220,459

剰余金の配当 － － － － － － － － －

自己株式の取得 － － － － － － － － －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－ － － － － △34 △1,168 △1,202 △1,202

当期変動額合計 280,142 280,142 220,459 － 780,743 △34 △1,168 △1,202 779,540

当期末残高 705,142 280,142 79,455 － 1,064,739 △471 △1,168 △1,639 1,063,100

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

退職給付に

係る調整累

計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 705,142 280,142 79,455 － 1,064,739 △471 △1,168 △1,639 1,063,100

当期変動額

新株の発行 7,123 7,123 － － 14,246 － － － 14,246

親会社株主に帰属す

る当期純利益
－ － 243,004 － 243,004 － － － 243,004

剰余金の配当 － － △21,641 － △21,641 － － － △21,641

自己株式の取得 － － － △49 △49 － － － △49

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－ － － － － 21 △2,333 △2,312 △2,312

当期変動額合計 7,123 7,123 221,362 △49 235,559 21 △2,333 △2,312 233,246

当期末残高 712,265 287,265 300,818 △49 1,300,298 △450 △3,502 △3,952 1,296,346
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 312,282 350,002

減価償却費 77,894 89,522

減損損失 － 1,767

貸倒引当金の増減額（△は減少） 47,698 103,297

受取利息及び受取配当金 △22 △17

支払利息 11,764 14,903

固定資産除却損 － 120

固定資産売却損益（△は益） △17 △627

売上債権の増減額（△は増加） △245,928 △169,592

代位弁済立替金の増減額（△は増加） △1,365,460 △1,112,444

収納代行立替金の増減額（△は増加） 1,408,346 △208,027

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,620 △4,918

前受金の増減額（△は減少） 208,021 132,150

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,800 6,600

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 25,947 9,088

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,196 △5,094

収納代行未払金の増減額（△は減少） 936,113 △145,612

株式交付費 9,130 2,294

その他 66,566 143,008

小計 1,507,714 △793,579

利息及び配当金の受取額 22 17

利息の支払額 △11,843 △15,135

法人税等の支払額 △201,137 △185,293

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,294,754 △993,991

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △17,168 △44,391

有形固定資産の売却による収入 17 627

無形固定資産の取得による支出 △73,349 △65,934

定期預金の払戻による収入 10,000 －

その他 △11,752 △27,410

投資活動によるキャッシュ・フロー △92,252 △137,107

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △340,000 △240,000

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △10,008 △10,008

社債の償還による支出 △60,000 △60,000

株式の発行による収入 551,153 11,951

自己株式の取得による支出 － △49

配当金の支払額 － △21,641

その他 △26,188 △24,958

財務活動によるキャッシュ・フロー 114,956 △44,706

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,317,458 △1,175,804

現金及び現金同等物の期首残高 655,062 1,972,520

現金及び現金同等物の期末残高 1,972,520 796,715
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(表示方法の変更)

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「設備等利用料収入」及

び「預り金取崩益」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。この表示方法

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた917千円

は、「設備等利用料収入」203千円、「預り金取崩益」370千円、「その他」344千円として組み替えております。

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「債権譲渡損」は、金額

的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた2,542千円

は、「債権譲渡損」1,416千円、「その他」1,126千円として組み替えております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未収保証料の

増減額」は、開示の明瞭性を高めるため、当連結会計年度より「売上債権の増減額」として表示しております。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、「家賃債務保証事業」と「不動産仲介事業」の２つを報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「家賃債務保証事業」は、不動産賃貸契約における信用補完及び家賃等の保証業務を行っております。

「不動産仲介事業」は、不動産仲介業務ならびに不動産オーナーから賃貸管理を受託する賃貸管理業務を行っ

ております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であり、また、セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結財務諸表

計上額家賃債務
保証事業

不動産仲介事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 4,023,590 97,491 4,121,082 － 4,121,082

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ 8,000 8,000 △8,000 －

計 4,023,590 105,492 4,129,082 △8,000 4,121,082

セグメント利益 332,100 5,043 337,144 － 337,144

セグメント資産 5,590,840 128,051 5,718,891 △150,625 5,568,266

セグメント負債 4,469,609 36,181 4,505,791 △625 4,505,165

その他の項目

　減価償却費 77,860 34 77,894 － 77,894

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

93,968 － 93,968 － 93,968

　減損損失 － － － － －

(注) 調整額の内容は以下のとおりであります。

(1) 売上高の調整額△8,000千円については、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額△150,625千円については、セグメント間取引消去であります。

(3) セグメント負債の調整額△625千円については、セグメント間取引消去であります。

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結財務諸表

計上額家賃債務
保証事業

不動産仲介事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 4,887,303 135,624 5,022,927 － 5,022,927

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ 11,787 11,787 △11,787 －

計 4,887,303 147,412 5,034,715 △11,787 5,022,927

セグメント利益 401,434 6,087 407,521 － 407,521

セグメント資産 5,990,938 141,629 6,132,567 △159,308 5,973,259

セグメント負債 4,641,029 45,191 4,686,220 △9,308 4,676,912

その他の項目

　減価償却費 89,042 480 89,522 － 89,522

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

107,751 11,410 119,162 － 119,162

　減損損失 1,767 － 1,767 － 1,767

(注) 調整額の内容は以下のとおりであります。

(1) 売上高の調整額△11,787千円については、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額△159,308千円については、セグメント間取引消去であります。

(3) セグメント負債の調整額△9,308千円については、セグメント間取引消去であります。
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(１株当たり情報)
　

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 124円50銭 147円88銭

１株当たり当期純利益金額 27円24銭 28円13銭

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額

25円42銭 26円98銭

(注) １．当社株式は、平成28年６月22日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、前連結会計年度の潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額については、新規上場日から前連結会計年度の末日までの平均株価を期中

平均株価としてみなして算定しております。

２．当社は、平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株、

平成29年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益

金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 220,459 243,004

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(千円)

220,459 243,004

普通株式の期中平均株式数(株) 8,091,914 8,639,841

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　親会社株主に帰属する当期純利益調整額(千円) － －

　普通株式増加数(株) 579,424 366,918

(うち新株予約権(株)) (579,424) (366,918)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－ －

　
　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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 平成30年３月期 決算短信〔日本基準〕(連結)  

平成30年５月９日 

上 場 会 社 名 ジェイリース株式会社 上場取引所 東 
 
コ ー ド 番 号 7187 URL https://www.j-lease.jp 
 
代  表  者 (役職名) 代表取締役社長 (氏名)中島 拓  
 

問合せ先責任者 (役職名) 取締役常務兼執行役員 
経営企画本部長 (氏名)中島 重治 (TEL)03-5909-1241 

 
定時株主総会開催予定日 平成30年６月27日 配当支払開始予定日 平成30年６月28日 

有価証券報告書提出予定日 平成30年６月28日   
 
決算補足説明資料作成の有無 ： 有 

決算説明会開催の有無 ： 有（ 機関投資家・アナリスト向け ） 
 
 (百万円未満切捨て) 
１．平成30年３月期の連結業績（平成29年４月１日～平成30年３月31日） 
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率) 
 

 売上高 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

 30年３月期 5,022 21.9 407 20.9 351 12.5 251 13.9 

 29年３月期 4,121 28.4 337 62.7 312 53.5 220 152.0 
 

(注) 包括利益 30年３月期 248 百万円 ( 13.5 ％)  29年３月期 219 百万円 ( 150.9 ％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

 30年３月期 29.07 27.88 21.2 6.1 8.1 

 29年３月期 27.24 25.42 32.7 6.6 8.2 
 
(参考) 持分法投資損益 30年３月期 － 百万円  29年３月期 － 百万円 
(注) １．当社は、平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年12月１日

付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。平成29年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し
て１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益を算定しております。 

２．当社は、平成28年６月22日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、平成29年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額は、新規上場日から平成29年３月期の期末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。 

（２）連結財政状態  
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

 30年３月期 5,981 1,304 21.8 148.81 

 29年３月期 5,568 1,063 19.1 124.50 
 

(参考) 自己資本 30年３月期 1,304 百万円   29年３月期 1,063 百万円 
(注) 当社は、平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年12月１日付で

普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。平成29年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当
たり純資産を算定しております。 

（３）連結キャッシュ・フローの状況  
 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

 30年３月期 △993 △137 △44 796 

 29年３月期 1,294 △92 114 1,972 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

 29年３月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － － 

 30年３月期 － 5.00 － 4.50 － 61 24.1 5.1 

31年３月期(予想) － 3.60 － 3.60 7.20  20.4  
（注）平成29年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。平成30年３月期の１株当たり期末配当金につ

いては、当該株式分割の影響を考慮した金額を記載し、年間配当金合計は「－」として記載しております。 
３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日） 

 (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率) 
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属
する当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期(累計) 2,820 20.4 150 △20.2 130 △23.4 84 △24.4 9.58 

通 期 6,080 21.0 490 20.2 440 25.3 310 23.4 35.36 



 

 

 
※ 注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無 

  新規   ―社 (社名)―          、除外   ―社 (社名)― 

  

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無 

 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

 ③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

 ④ 修正再表示 ： 無 

  

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む)  30年３月期 8,766,400 株  29年３月期 8,539,200 株 

② 期末自己株式数  30年３月期 60 株  29年３月期 － 株 

③ 期中平均株式数  30年３月期 8,639,841 株  29年３月期 8,091,914 株 

(注) 平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年12月１日付で普通株式
１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、平成29年３月期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、株式数を算定
しております。 

  
※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に
あたっての注意事項等については、添付資料４ページ「１．経営成績等の概況 （４）今後の見通し」をご覧く
ださい。 

  

（決算補足説明資料の入手方法について） 
決算補足説明資料はＴＤｎｅｔで同日開示しております。 
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融緩和策の継続を背景に、企業収益や雇用・

所得環境は改善傾向にあり、景気は緩やかな回復基調が続いております。しかしながら、日本周辺国の地政学的リ

スクによる為替・株価の乱高下など、海外経済の不確実性が依然として残っており、景気の先行きは不透明な状況

で推移いたしました。

当社を取り巻く賃貸不動産業界におきましては、少子高齢化、晩婚化の進行とともに単身世帯の増加傾向にあり、

入居者層の変質にあわせた賃貸住宅の供給並びに入居需要は底堅く推移しており、当社グループの主要事業である

家賃債務保証サービスに対する需要は引き続き好調に推移しております。

このような環境の下、当社グループは、家賃債務保証事業を核とした「生活サポートの総合商社」を目指し、積

極的な営業活動を推進するとともに、業務の効率化、外部企業とのアライアンス強化、収益力の向上に努めてまい

りました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は5,022,927千円（前年同期比21.9％増）、営業利益は407,521千円（前

年同期比20.9％増）、経常利益は351,262千円（前年同期比12.5％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は

251,144千円（前年同期比13.9％増）となりました。

なお、セグメントごとの業績は次のとおりであります。

（家賃債務保証事業）

家賃債務保証事業において、上期には札幌支店、岡山支店を出店し、北海道、中国地方で新規営業を開始いたし

ました。下期には、茨城支店、東京西支店を出店し、首都圏エリアでのさらなる営業拡大に取り組むとともに、営

業拡大に伴う代位弁済立替金の増加に対応するため、引き続き債権管理業務の集約化など債権管理体制の強化に注

力してまいりました。また、事業者向けの新プラン「J-AKINAI」の提供を開始し、営業チャネルの拡大に取り組み

ました。

これらの結果、当連結会計年度の家賃債務保証事業の実績は、当社の保証を取り扱う不動産会社との協定件数は

13千件（前年同期比17.8％増）、年間申込件数は168千件（前年同期比11.1％増）、前受保証料を含む契約締結によ

る契約保証料は4,350,666千円（前年同期比15.3％増）となりました。

業績面においては、売上高は4,887,303千円（前年同期比21.5％増）、営業利益は401,434千円（前年同期比20.9

％増）となりました。

（不動産仲介事業）

不動産仲介事業は、継続して増加が見込まれる外国籍の方々に対する賃貸住宅の提供を更に拡大させるため、集

客力の向上と物件確保による収益力向上に努めました。

これらの結果、当連結会計年度の不動産仲介事業の売上高は147,412千円（前年同期比39.7％増）、営業利益は

6,087千円（前年同期比20.7％増）となりました。

（２）当期の財政状態の概況

当連結会計年度末の総資産につきましては、前連結会計年度末比413,132千円増加し5,981,398千円となりまし

た。これは主に、現金及び預金の減少1,175,804千円、営業拡大に伴う代位弁済立替金の増加1,052,028千円、収納

代行立替金の増加208,027千円によるものであります。

負債につきましては、前連結会計年度末比171,746千円増加し4,676,912千円となりました。これは主に、長期借

入金の増加236,656千円の増加によるものであります。

純資産につきましては、前連結会計年度末比241,386千円増加し1,304,486千円となりました。これは主に、親会

社株主に帰属する当期純利益251,144千円の計上によるものであります。

これらにより、自己資本比率は前期末比2.7ポイント増加し21.8％となりました。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末比1,175,804千円減少し、796,715千円とな

りました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による支出は、993,991千円（前連結会計年度は1,294,754千円の収入）となりました。主な要因は、代

位弁済立替金の増加が1,112,444千円となったもののほか、税金等調整前当期純利益350,002千円、営業拡大に伴う

収納代行立替金の増加208,027千円等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による支出は、137,107千円（前連結会計年度は92,252千円の支出）となりました。主な要因は、基幹シ

ステムのバージョンアップ等の無形固定資産の取得による支出65,934千円、新規出店や大分本社の増床に伴う電気

設備工事等の有形固定資産の取得による支出44,391千円等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による支出は、44,706千円（前連結会計年度は114,956千円の収入）となりました。主な要因は、長期借

入れによる収入300,000千円、短期借入金の減少240,000千円、社債の償還による支出60,000千円等によるものであ

ります。

　

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移
　

平成27年３月期 平成28年３月期 平成29年３月期 平成30年３月期

自己資本比率（％） 8.2 7.2 19.1 21.8

時価ベースの自己資本比率（％） － － 72.1 124.6

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

－ － 1.4 －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

－ － 109.3 －

自己資本比率：自己資本／総資産
　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産
　キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー
　インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

(注) １．いずれも連結ベースの財務諸表により計算しております。

２．株式時価総額は、連結会計年度末株価終値×連結会計年度末発行済株式数により算出しております。

なお、平成27年３月期から平成28年３月期までは未上場であるため、時価ベースの自己資本比率は記載して

おりません。

３．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

４．有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。

５．平成27年３月期、平成28年３月期、平成30年３月期の「キャッシュ・フロー対有利子負債比率」及び「イン

タレスト・カバレッジ・レシオ」については、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため記載しており

ません。
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（４）今後の見通し

当社グループは、賃貸不動産における家賃債務保証事業を主力事業としており、これらを取り巻く環境といたし

ましては、我が国の人口は減少トレンドに入っているものの、少子高齢化、晩婚化といった社会的な動向により、

単身世帯等の少人数世帯が増加し全国世帯数は増加が続く見通しであります。加えて、定住外国人の増加や民法

（債権法）における個人保証人の保証限度額の設定等を義務付ける改正による影響など、家賃債務保証市場につい

ては、安定的かつ堅調な成長をすることが見込まれます。

このような事業環境のもと、平成31年３月期は、静岡、石川、京都、大阪南、愛媛への新規出店を行うとともに、

引き続き首都圏や大都市における規模拡大を図り、売上高6,080百万円（前期比21.0％増）、営業利益490百万円

（前期比20.2％増）、経常利益440百万円（前期比25.3％増）、親会社株主に帰属する当期純利益310百万円（23.4

％増）と増収増益を予想しております。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの事業活動は現在日本国内に限定されており、海外での活動がないことから、同業他社のＩＦＲＳ（国

際財務報告基準）採用動向を踏まえ、当面は日本基準を採用することとしております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,972,520 796,715

未収保証料 433,568 589,417

未収手数料 13,770 19,491

代位弁済立替金 1,997,909 3,049,938

収納代行立替金 263,795 471,822

貯蔵品 9,980 14,899

繰延税金資産 307,497 338,207

その他 96,189 153,814

貸倒引当金 △77,140 △112,000

流動資産合計 5,018,091 5,322,306

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 81,221 100,736

減価償却累計額 △21,838 △28,861

建物及び構築物（純額） 59,382 71,874

機械装置及び運搬具 32,710 32,767

減価償却累計額 △30,523 △26,211

機械装置及び運搬具（純額） 2,187 6,555

リース資産 99,868 97,720

減価償却累計額 △53,190 △70,659

リース資産（純額） 46,677 27,060

その他 90,655 108,055

減価償却累計額 △66,086 △73,920

その他（純額） 24,568 34,135

有形固定資産合計 132,815 139,626

無形固定資産

ソフトウエア 141,706 157,274

ソフトウエア仮勘定 － 7,560

リース資産 11,785 7,365

その他 10 10

無形固定資産合計 153,501 172,209

投資その他の資産

投資有価証券 770 800

繰延税金資産 144,606 200,522

その他 159,141 255,031

貸倒引当金 △40,660 △109,098

投資その他の資産合計 263,857 347,255

固定資産合計 550,175 659,092

資産合計 5,568,266 5,981,398
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部

流動負債

短期借入金 1,610,000 1,370,000

1年内償還予定の社債 60,000 30,000

1年内返済予定の長期借入金 10,008 63,344

リース債務 24,958 22,945

収納代行未払金 936,113 790,500

未払法人税等 114,219 108,808

前受金 1,192,721 1,324,871

賞与引当金 72,800 79,400

その他 280,100 484,377

流動負債合計 4,300,921 4,274,248

固定負債

社債 30,000 －

長期借入金 3,296 239,952

リース債務 39,560 16,614

役員退職慰労引当金 50,261 45,166

退職給付に係る負債 48,584 61,030

資産除去債務 31,553 38,670

その他 990 1,230

固定負債合計 204,244 402,664

負債合計 4,505,165 4,676,912

純資産の部

株主資本

資本金 705,142 712,265

資本剰余金 280,142 287,265

利益剰余金 79,455 308,957

自己株式 － △49

株主資本合計 1,064,739 1,308,438

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △471 △450

退職給付に係る調整累計額 △1,168 △3,502

その他の包括利益累計額合計 △1,639 △3,952

純資産合計 1,063,100 1,304,486

負債純資産合計 5,568,266 5,981,398
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

売上高 4,121,082 5,022,927

売上原価 861,145 1,121,985

売上総利益 3,259,936 3,900,942

販売費及び一般管理費 2,922,792 3,493,421

営業利益 337,144 407,521

営業外収益

受取利息 12 7

受取配当金 10 10

受取手数料 720 －

補助金収入 2,546 －

設備等利用料収入 203 212

預り金取崩益 370 617

その他 344 327

営業外収益合計 4,206 1,175

営業外費用

支払利息 11,764 14,903

債権譲渡損 1,416 21,474

上場関連費用 5,648 17,526

株式交付費 9,130 2,294

その他 1,126 1,235

営業外費用合計 29,085 57,434

経常利益 312,265 351,262

特別利益

固定資産売却益 17 627

特別利益合計 17 627

特別損失

固定資産除却損 － 120

減損損失 － 1,767

特別損失合計 － 1,887

税金等調整前当期純利益 312,282 350,002

法人税、住民税及び事業税 176,070 184,468

法人税等調整額 △84,247 △85,609

法人税等合計 91,822 98,858

当期純利益 220,459 251,144

親会社株主に帰属する当期純利益 220,459 251,144
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連結包括利益計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

当期純利益 220,459 251,144

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △34 21

退職給付に係る調整額 △1,168 △2,333

その他の包括利益合計 △1,202 △2,312

包括利益 219,256 248,831

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 219,256 248,831
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

退職給付に

係る調整累

計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 425,000 － △141,003 － 283,996 △436 － △436 283,559

当期変動額

新株の発行 280,142 280,142 － － 560,284 － － － 560,284

親会社株主に帰属す

る当期純利益
－ － 220,459 － 220,459 － － － 220,459

剰余金の配当 － － － － － － － － －

自己株式の取得 － － － － － － － － －

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－ － － － － △34 △1,168 △1,202 △1,202

当期変動額合計 280,142 280,142 220,459 － 780,743 △34 △1,168 △1,202 779,540

当期末残高 705,142 280,142 79,455 － 1,064,739 △471 △1,168 △1,639 1,063,100

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

株主資本 その他の包括利益累計額

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式

株主資本合

計

その他有価

証券評価差

額金

退職給付に

係る調整累

計額

その他の包

括利益累計

額合計

当期首残高 705,142 280,142 79,455 － 1,064,739 △471 △1,168 △1,639 1,063,100

当期変動額

新株の発行 7,123 7,123 － － 14,246 － － － 14,246

親会社株主に帰属す

る当期純利益
－ － 251,144 － 251,144 － － － 251,144

剰余金の配当 － － △21,641 － △21,641 － － － △21,641

自己株式の取得 － － － △49 △49 － － － △49

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

－ － － － － 21 △2,333 △2,312 △2,312

当期変動額合計 7,123 7,123 229,502 △49 243,698 21 △2,333 △2,312 241,386

当期末残高 712,265 287,265 308,957 △49 1,308,438 △450 △3,502 △3,952 1,304,486
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
　至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
　至 平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 312,282 350,002

減価償却費 77,894 89,522

減損損失 － 1,767

貸倒引当金の増減額（△は減少） 47,698 103,297

受取利息及び受取配当金 △22 △17

支払利息 11,764 14,903

固定資産除却損 － 120

固定資産売却損益（△は益） △17 △627

売上債権の増減額（△は増加） △245,928 △169,592

代位弁済立替金の増減額（△は増加） △1,365,460 △1,112,444

収納代行立替金の増減額（△は増加） 1,408,346 △208,027

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,620 △4,918

前受金の増減額（△は減少） 208,021 132,150

賞与引当金の増減額（△は減少） 14,800 6,600

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 25,947 9,088

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,196 △5,094

収納代行未払金の増減額（△は減少） 936,113 △145,612

株式交付費 9,130 2,294

その他 66,566 143,008

小計 1,507,714 △793,579

利息及び配当金の受取額 22 17

利息の支払額 △11,843 △15,135

法人税等の支払額 △201,137 △185,293

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,294,754 △993,991

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △17,168 △44,391

有形固定資産の売却による収入 17 627

無形固定資産の取得による支出 △73,349 △65,934

定期預金の払戻による収入 10,000 －

その他 △11,752 △27,410

投資活動によるキャッシュ・フロー △92,252 △137,107

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △340,000 △240,000

長期借入れによる収入 － 300,000

長期借入金の返済による支出 △10,008 △10,008

社債の償還による支出 △60,000 △60,000

株式の発行による収入 551,153 11,951

自己株式の取得による支出 － △49

配当金の支払額 － △21,641

その他 △26,188 △24,958

財務活動によるキャッシュ・フロー 114,956 △44,706

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,317,458 △1,175,804

現金及び現金同等物の期首残高 655,062 1,972,520

現金及び現金同等物の期末残高 1,972,520 796,715
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(表示方法の変更)

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めて表示しておりました「設備等利用料収入」及

び「預り金取崩益」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。この表示方法

の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた917千円

は、「設備等利用料収入」203千円、「預り金取崩益」370千円、「その他」344千円として組み替えております。

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示しておりました「債権譲渡損」は、金額

的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前

連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた2,542千円

は、「債権譲渡損」1,416千円、「その他」1,126千円として組み替えております。

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未収保証料の

増減額」は、開示の明瞭性を高めるため、当連結会計年度より「売上債権の増減額」として表示しております。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資

源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、「家賃債務保証事業」と「不動産仲介事業」の２つを報告セグメントとしております。

(2) 各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

「家賃債務保証事業」は、不動産賃貸契約における信用補完及び家賃等の保証業務を行っております。

「不動産仲介事業」は、不動産仲介業務ならびに不動産オーナーから賃貸管理を受託する賃貸管理業務を行っ

ております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの利益は営業利益ベースの数値であり、また、セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価

格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結財務諸表

計上額家賃債務
保証事業

不動産仲介事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 4,023,590 97,491 4,121,082 － 4,121,082

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ 8,000 8,000 △8,000 －

計 4,023,590 105,492 4,129,082 △8,000 4,121,082

セグメント利益 332,100 5,043 337,144 － 337,144

セグメント資産 5,590,840 128,051 5,718,891 △150,625 5,568,266

セグメント負債 4,469,609 36,181 4,505,791 △625 4,505,165

その他の項目

　減価償却費 77,860 34 77,894 － 77,894

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

93,968 － 93,968 － 93,968

　減損損失 － － － － －

(注) 調整額の内容は以下のとおりであります。

(1) 売上高の調整額△8,000千円については、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額△150,625千円については、セグメント間取引消去であります。

(3) セグメント負債の調整額△625千円については、セグメント間取引消去であります。

当連結会計年度(自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

調整額
連結財務諸表

計上額家賃債務
保証事業

不動産仲介事業 計

売上高

　外部顧客への売上高 4,887,303 135,624 5,022,927 － 5,022,927

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

－ 11,787 11,787 △11,787 －

計 4,887,303 147,412 5,034,715 △11,787 5,022,927

セグメント利益 401,434 6,087 407,521 － 407,521

セグメント資産 5,997,361 143,345 6,140,707 △159,308 5,981,398

セグメント負債 4,641,029 45,191 4,686,220 △9,308 4,676,912

その他の項目

　減価償却費 89,042 480 89,522 － 89,522

　有形固定資産及び
　無形固定資産の増加額

107,751 11,410 119,162 － 119,162

　減損損失 1,767 － 1,767 － 1,767

(注) 調整額の内容は以下のとおりであります。

(1) 売上高の調整額△11,787千円については、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額△159,308千円については、セグメント間取引消去であります。

(3) セグメント負債の調整額△9,308千円については、セグメント間取引消去であります。
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(１株当たり情報)
　

前連結会計年度
(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり純資産額 124円50銭 148円81銭

１株当たり当期純利益金額 27円24銭 29円07銭

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額

25円42銭 27円88銭

(注) １．当社株式は、平成28年６月22日に東京証券取引所マザーズ市場に上場したため、前連結会計年度の潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額については、新規上場日から前連結会計年度の末日までの平均株価を期中

平均株価としてみなして算定しております。

２．当社は、平成28年10月１日付で普通株式１株につき２株、平成29年７月１日付で普通株式１株につき２株、

平成29年12月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益

金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額を算定しております。

３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
　

項目
前連結会計年度

(自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 220,459 251,144

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益(千円)

220,459 251,144

普通株式の期中平均株式数(株) 8,091,914 8,639,841

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

　親会社株主に帰属する当期純利益調整額(千円) － －

　普通株式増加数(株) 579,424 366,918

(うち新株予約権(株)) (579,424) (366,918)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株式の概要

－ －

　
　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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